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地域共⽣型⼩⽔⼒発電所の事例
⽔資源は地域にとって最重要な資源であり、住⺠主導、地元関係者主導、
外部との協働で、地域に密着した事例が次々に⽣まれてきている。

紹介事例
①野底川⼩⽔⼒発電所（⻑野県飯⽥市、野底川市⺠発電株式会社）
②⽯徹⽩番場清流発電所（岐⾩県郡上市、⽯徹⽩農業⽤⽔農業協同組合）
③⾺野川発電所（三重県伊賀市、みえ⾥⼭エネルギー株式会社）
④泊野川⽔⼒発電所（⿅児島県さつま町、みずいろ電⼒株式会社）
⑤新曽⽊発電所（⿅児島県伊佐市、株式会社⼯営エナジー）
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野底川⼩⽔⼒発電所（⻑野県飯⽥市）

2022年3⽉、⻑野県飯⽥市の「飯⽥市再⽣可能エネルギーの導⼊による持続可能な
地域づくりに関する条例」に基づく事業（第22号）として認定。

（おひさま進歩エネルギー㈱）

①野底川⼩⽔⼒発電所



地域理解を⾼める活動

※「経済産業省：⽔⼒発電の導⼊促進のための事業費補助⾦（地域理解促進等関連事業）」の助成を受けて実施

• 発電所の建設地の⾃治組織（まちづくり委員会）の役員会など地域のキー
プレイヤーへの定期的な相談・ご報告。

• ⼩⽔⼒発電の仕組みや意義、及び、かつて地域で電気事業を営んでいた歴
史を振り返る講演会の実施、近隣の⼩⽔⼒発電所の視察ツアーの実施※。

①野底川⼩⽔⼒発電所
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100世帯の集落で、ほぼ全⼾出資による農協を新たに設⽴ ②⽯徹⽩番場清流発電所



３．石徹白の地域づくりの歩みと子育て世代のIターン者数 ②⽯徹⽩番場清流発電所



「仕事を通じて実現したいこと」のまとめ 7

安全で安定した
発電所運営

安全で安定した
発電所運営

発電所周辺の
清掃と景観整備
発電所周辺の

清掃と景観整備

住民自治協議会と
共同で発電所を
めぐるツアー

住民自治協議会と
共同で発電所を
めぐるツアー

電気の

地産地消

電気の

地産地消

住民自治協議
会への委託事

業を推進

住民自治協議
会への委託事

業を推進

視察見学者の
受入れ・出前講座

視察見学者の
受入れ・出前講座

河川環境の保護河川環境の保護
ワサビ苗

設備利用率3％向上
年間収益UP

バイオガス
発電所

風力発電所

二ホンスイセン

発電所運営を通じて
豊かな自然環境を保全し
持続可能な地域づくりに

貢献します

生息状況調査

発眼卵放流

・再エネの普及
・省エネ機器の購入
・地域活性化/環境啓発

③⾺野川発電所



視察・⾒学者の受⼊れ・出前講座 8

バイオガス発電所
小水力発電所

風力発電所

半径5㎞圏内

2020.8.22
三重民主連合様

2020.12.1
伊賀市議会様

2019.7.13
完成前地元見学会

2021.2.26
伊賀市立城東中学校

2018.12.13
全国小水力発電大会

2021.11.13
発電所をめぐるツアー

③⾺野川発電所
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④泊野川⽔⼒発電所

〜泊野川⽔⼒発電所と地域振興イメージ〜

持続可能な社会をめざして（エネルギー・⾷）

持
続
可
能

な
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業

持続可能な社会

農産品の供給

販売先をマッチン
グ

事業化

⼩⽔⼒発電＝持続可能なエネルギー

収益の⼀部で地
域の農林業を⽀
援

安⼼・おいしい⾷
材＝価値の⾼い⾷
材

売り先の確保

イメージ図

503ｋＷ
年間約650世帯分

発電事業者

水力開発コンサルタント

スポンサー

⽤⽔路の維持管理
費を⼀部⽀援
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伊佐市と連携して公園内に建設した発電所で、伊佐市が建設した観光拠点施設内に
展⽰品を整備、発電所電気設備のスケルトン化、放流⼝⾒学⽤ガラスデッキ建設等
を⾏い、学習型観光に貢献している。

⑤新曽⽊発電所

観光拠点施設内部 建屋外から装置内まで⾒学可能 放流⼝⾒学⽤ガラスデッキ



規律強化に対する当協会の考え
①違反事例取締には賛成
②地域社会や⾃治体と常時連携していれば早期把握が可能になる
③FIT・FIP認定時の予防的措置は現⾏制度を基本としていただきたい
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①法令違反や住⺠合意無視案件への対応
•問題が起きれば再エネ全般に悪印象が広がる

⇒対応の強化が必要（ただし予防的措置については後述）

•⽔⼒発電は河川・砂防法等の審査段階で概ねチェックされる
−河川・砂防法は許可要件であり、アセス法の意⾒聴取より厳しい
−河川法審査では地域共⽣に関してもチェックされる

（既存利⽔者の権利、住⺠の河川との触れ合い、等）
参考：https://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/ryuuryoukentou/tebiki.pdf

•⾃治体と国の連携強化が重要
（次スライド参照）
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②地域社会や⾃治体と事業者の常時連携
•紹介した事例における連携内容
• まちづくり委員会との共同事業、住⺠⾃⾝の出資、住⺠⾃治協議会と
の共同事業、学習型観光施設としての運営、収益を活かして地域経済
貢献。

•早期把握・速やかな対応措置の蓋然性
• 上記のような⽇常活動が⾏われていれば、そもそも法令・条例等の違
反が起こりにくくなり、万⼀問題が⽣じたときでも早期把握や速やか
な対応措置が可能になると考えられる。
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③FIT・FIP認定時の予防的措置について
•多くの融資交渉において、FIT・FIP認定取得が前提条件となっ
ている
•融資審査の⽬処が⽴たないと、開発許可等の⼿続が進め難い
•現状では「180⽇ルール」※によってこの問題を回避している

⇒FIT・FIPの申請要件が現⾏以上に強化されると事業化困難なケースが
増加するおそれがある

※FIT・FIP申請時には⾏政協議進⾏中であることを証する書類を提出し、
180⽇以内に許可を得ることでFIT・FIP認定が有効になる。

※次スライド参照
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●保安林解除申請
処理期間：約２年間

調査・計画 許認可・融資 開発・運⽤
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●河川法⽔利権許可（準特定⽔利以上）
処理期間：約6ヶ⽉（180⽇）

⼩⽔⼒発電所開発のフロー

調査

許認可事前協議

地域との合意形成

事業計画⽴案、設計

融資交渉

許認可本申請

FIT・FIP事業計画認定
建設⼯事

運転開始

融資契約発効融資審査

融資の発効についてはFIT/FIP認定取得、
許認可取得が条件となる

現⾏制度でも、FIT事業計画認定申請時には本来対象許認可の「許可書」の添付が必要
だが、融資審査に進めなければ事業者として事業化⽬途を⽴てることができない為、
実態として下記書類にて代替し、180⽇ルール適⽤によりFIT/FIP認定を得ている。
・許認可申請書写し（⾏政受理印⼊り）
・⼟地権原の証明書（⾏政発⾏）

また、⼩⽔⼒発電の対象となる許認可の中には、⾏政処理期間だけでも180⽇以上となる
許認可があり、FIT/FIP認定取消のリスクとして融資判断される場合もある。
FIT/FIP申請要件が現⾏以上に強化されると事業化困難なケースの増加が予想される。

FIT/FIP認定申請の確度
が低いと審査に移⾏しない。

処理期間が180⽇以上の許認可⼀例

⾏政・⾦融各⽅⾯で
審査が並⾏する


